
   玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、子育て世帯の移住を促進するとともに、村内経済の活性化を図るこ

とを目的に、本村に移住のための引っ越しに要する費用（以下「引越費用」という。）

に対して、予算の範囲内で、引越費用の一部を補助することについて、玉川村補助金等

の交付等に関する規則（昭和56年玉川村規則第３号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 対象住宅 令和２年４月１日以降に本村の住民基本台帳に記録（以下「転入」という。）

した世帯が居住する住宅をいう。 

⑵ 子育て世帯 次のいずれかに該当する世帯をいう。 

ア 申請日時点において、引越費用補助を受けようとする交付対象者（以下「申請者」

という。）が対象住宅に入居した際に、申請者と同居する 15 歳未満の子（15 歳に達す

る日以後において最初の 3月 31 日までの間にある者を含む。）がいる世帯。 

イ 申請日において、申請者又は配偶者が妊娠している世帯。 

⑶ 移住 本村以外の市区町村に居住していた者が転入し、かつ、生活の本拠を本村に置

くことをいう。 

 

（補助対象世帯） 

第３条 補助金の交付の対象となる世帯（以下「補助対象世帯」という。）は、次の各号

に掲げる要件のいずれにも該当する世帯とする。 

⑴ 転入した世帯であり、転入の際に継続して１年以上、本村以外の市区町村に住民登録 

されていた子育て世帯 

⑵ 本村に転入した日（以下「転入日」という。）から起算して３か月を経過していない 

世帯 

⑶ ３年以上継続して本村に定住する意思があること。 

⑷ 引っ越し作業において、一般貨物自動車運送事業又は貨物軽自動車運送業事業、若し 

 くは貨物利用運送事業の許可を得た、又は届出を行った事業者（以下「運送事業者」

という。）と引っ越し作業等に係る契約を締結していること。 

⑸ 申請者及び同居世帯員全員が前住所地の市区町村税（住民税、固定資産税、軽自動車 

税）について、滞納がない世帯であること。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、運送事業者との



前条第４号の契約の内容のうち、次の各号に掲げる費用で、領収書等証明書類のあるも

のとする。ただし、事業者が行う電気やガス等の代行サービス料、エアコン・ハウスク

リーニング料等は対象外経費とする。 

⑴ 引っ越し運送費用（運賃や割増運賃等） 

⑵ 荷造り等のサービス費用（作業員料、梱包資材費等の実費） 

⑶ 付帯サービス料（エアコン等の取り外しや取り付け、不用品の処理及びピアノ搬送等） 

２ 補助金の額は、補助対象経費の総額に２分の１を乗じて得た額とし、１０万円を上限

とする。この場合において、1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

（補助金交付の申請及び補助金の決定） 

第５条 申請者は、玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付申請書（様式第１号）に次

の各号に掲げる書類を添付して、村長に申請しなければならない。 

⑴ 誓約書（様式第２号） 

⑵ 申請者及び世帯全員の続柄が記載された住民票の写し（発行日から１か月以内のもの 

に限る。） 

⑶ 申請者が第２条第２号イに規定する世帯の場合は、母子健康手帳の写し 

⑷ 引越費用の領収書及び明細書の写し 

⑸ 申請者及び同居世帯員全員のうち納税義務のある全員の前住所地の市区町村税（住民

税、固定資産税、軽自動車税）納税証明書（発行日から１か月以内のものに限る。） 

⑹ その他村長が必要と認める書類 

２ 前項の申請は、申請者が本村への転入日後３か月以内に申請しなければならない。 

３ 村長は、第 1項の申請書等の提出により、規則第 14 条に規定する実績報告があったも

のとみなす。 

４ 村長は、第 1項による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、

玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通

知するものとする。 

５ 村長は、前項の規定による審査の結果、適当でないと認めるときは、玉川村子育て世

帯応援転入費用補助金不交付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものと

する。 

６ 村長は、第４項の通知により、規則第 15 条に規定する額の確定通知をしたものとみな

す。 

（補助金の交付方法） 

第６条 前条５項に規定する通知を受けた交付決定者は、玉川村子育て世帯応援転入費用

補助金交付請求書（様式第５号）を村長に提出しなければならない。 

２ 村長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するものとす

る。 

（補助金の取消し及び返還） 



第７条 村長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、玉川村子育て世帯

応援転入費用補助金取消通知書（様式第６号）により、当該補助金を取り消すことがで

きる。 

⑴ 補助金の申請に関し、偽りその他不正な行為があったとき。 

⑵ 交付決定の後に、次条に該当することが判明したとき。 

⑶ その他村長が、取消しが相当と認める事由があったとき。 

２ 村長は、前項の規定により補助金を取り消した場合において、既に補助金が交付され 

ているときは、玉川村子育て世帯応援転入費用補助金返還命令書（様式第７号）により

補助金の返還を命ずることができる。 

３ 前項の規定により補助金の返還を命じられた交付決定者は、村長が定める期限までに

当該補助金を返還しなければならない。 

（暴力団の排除） 

第８条 この要綱の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、当該補助金

の補助対象世帯としない。 

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７条）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下、この条において「暴力団員」という。）又は玉川村

暴力団排除条例（平成 23年玉川村条例第 18号）第２条第２号及び第３号に規定する

暴力団密接関係者であると認められる者 

⑵ 自己、若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者 

⑶ いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品そ

の他の財産上の利益を不当に与えたと認められるもの 

⑷ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

⑸ 交付決定者が当該引っ越し作業の契約にあたり、その相手方が第１号から第４号まで

に規定する行為を行うものであると知りながら、当該者と契約を締結したと認められ

る者 

（補足） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は村長が別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、公布の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

（この要綱の失効） 

 この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 



様式第１号 

年  月  日 

 

玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付申請書 

 

玉川村長 様 

 

申請者  住所 

     氏名                印 

                生年月日 

                連絡先 

 

玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付要綱第５条の規定により、次のとおり申請し

ます。 

引っ越し費用 

対象経費総額 
                 円 

対象経費内訳 

引っ越し等運送費用           円 

荷造り等のサービス費用           円 

付帯サービス料 

（ｴｱｺﾝ等の取り外しや取り付け、不

用品の処理、ピアノ搬送等） 

          円 

補助金申請額 

① ×1/2 
             円 

添付書類 

１ 誓約書（様式第２号） 

２ 世帯全員の住民票の写し（発行日から１箇月以内のものに限る。） 

３ 母子健康手帳の写し（母子健康手帳の交付を受けている者） 

４ 引っ越しに係る費用の領収書及び明細書の写し 

５ 申請者及び同居世帯員全員の前住所地の最新の市区町村税（住民税、

固定資産税、軽自動車税）納税証明書（発行日から１か月以内のも

のに限る。） 

６ その他村長が必要と認めるもの 

備考 
電気やガス等の代行サービス料、エアコン・ハウスクリーニング料等は

対象外とする。 

 



様式第２号 

誓 約 書 

 

私は、この度の玉川村子育て世帯応援転入費用補助金の申請をするにあたり、玉川村子

育て世帯応援転入費用補助金交付要綱に定める制度の趣旨を理解したうえで申請を行い、

下記の誓約事項を遵守・履行することを誓約いたします。また、万が一違反した場合は、

交付の取り消しをされても異論しないことを併せて誓約いたします。 

 

【誓約事項】（該当欄に「チェック」を記載すること。） 

・提出する書類の記載内容や資格に偽りがありません。 □ 

・私は、玉川村に住民票を移してから３年以上は居住し、地域活動への参加や

地域住民との交流などを積極的に行います。 
□ 

・申請内容について、村から詳細な資料を求められたときは、速やかに村に提

出をします。 
□ 

・この事項に違反又は事実と相違することがあったときは、村長から受けた補

助金の一部又は全部を直ちに返還します。 
□ 

 

年  月  日 

 

玉川村長 様 

 

申請者 住所 

                   氏名                印 



様式第３条 

 

玉川村指令  第   号 

 

年  月  日 

 

玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付決定通知書 

 

           様 

 

玉川村長  

 

年 月 日付けで申請のありました玉川村子育て世帯応援転入費用補助金の交付につい

て、次のとおり決定しましたので、玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付要綱第５条

第４項の規定により通知します。 

 

記 

 

  交付金額  金             円 

 

 



様式第４号 

 

年  月  日 

 

玉川村子育て世帯応援転入費用補助金不交付決定通知書 

 

           様 

 

玉川村長 

 

年 月 日付けで申請のありました玉川村子育て世帯応援転入費用補助金の交付につい

て、下記の理由により交付を認めませんので、玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付

要綱第５条第５項の規定により通知します。 

 

記 

 

   不交付の理由 

 



様式第５号 

 

玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

玉川村長 様 

 

住所 

氏名               印 

連絡先 

 

年 月 日付け玉川村指令  第  号にて交付額の確定を受けました玉川村子育て世帯応

援転入費用補助金について交付されたく、玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付要綱第６条

の規定に基づき、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 １ 請求金額   金              円 

 

 ２ 振込先 

 

 



様式第６号 

 

第     号 

年  月  日 

 

玉川村子育て世帯応援転入費用補助金取消通知書 

 

          様 

 

玉川村長 

 

年 月 日付け（文書番号）で交付決定をしました玉川村子育て世帯応援転入費用補助金につ

いて、玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付要綱第７条第１項の規定により、次のとおりと

りけします。 

 

取消理由 

 

 



様式第７号 

 

文書番号 

年   月  日 

 

玉川村子育て世帯応援転入費用補助金返還命令書 

 

           様 

 

玉川村長 

 

年 月 日付け（文書番号）玉川村指令第 号で交付決定をしました玉川村子育て世帯応援転

入費用補助金について、玉川村子育て世帯応援転入費用補助金交付要綱第７条第２項の規定によ

り、次のとおり返還を命ずる。 

 

返還理由 

 

返還金額           円 

返還期限 年   月   日まで 

特記事項 
 

 



 


